[image: image1.emf]

[image: image2.emf]
[image: image3.emf]
[image: image4.emf][image: image5.emf]　　　ネットジャーナル
　　　　　Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター ２０１０年１１月１９日号
　　　　　米経済のカギ握る個人消費
　　　　　～クリスマスセールの動向とブッシュ減税の行方に注目 

　　　　　Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター ２０１０年１１月１７日号
　　　　　2010～2012年度経済見通し～景気後退回避の条件
[image: image6.png]



[image: image7.emf][image: image8.png](ML)
s

£ " M

W A

o

an L

as
208 200 208 208 200 2on 2om2

[EMAR DBEERA 0LHEE 0N E 02O
(FH) R RF KRR AR EEMIIGOPER £4




　　　経営TOPICS
　　　　　統計調査資料

　　　　　月例経済報告（平成22年11月）
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　　　経営情報レポート
　　　　　法改正のポイント解説と企業の取組み事例
　　　　　障がい者雇用への取組み方

　　　経営データベース
　　　　　ジャンル：企業運営　サブジャンル：：社内不正防止
　　　　　不正防止のための仕組み作り

　　　　　内部牽制制度確立のポイント




　米国GDPの７割を占める個人消費は、7-9月期に前期比年率2.6％と回復を見せたが、抑制要因も多く、依然、楽観できる状況にはない。
　特に雇用面では、リセッション時に大幅な雇用減少に見舞われており、雇用所得が大きく落ち込んだ。昨年半ばにリセッションを脱出したが、その後も雇用の回復は鈍く、所得水準の回復も緩慢であり、所得面からの消費への支援には力強さが見られない。

　また、高失業率を背景に消費者マインドも低水準にあり、住宅市場の冷え込みも持続している。このため、ＦＲＢは追加量的緩和策の実施に踏み切った。
　こうした状況で行なわれた中間選挙では、政権政党である民主党が大敗、追加景気対策や年末に期限切れとなるブッシュ減税の行方には不透明感が強まっている。また、11/25の感謝祭後にはブラック・フライデーを迎え、クリスマスセールが本格化する。当面、個人消費の先行きには、クリスマスセールの動向とブッシュ減税の行方が注目されよう。





＜実質成長率：2010年度2.7％、2011年度1.6％、2012年度1.9％を予想＞

　2010年7-9月期の実質ＧＤＰは前期比0.9％（年率3.9％）の高成長となった。これまで景気の牽引役となってきた輸出の伸びが大きく低下し、外需寄与度は前期比0.0％の横ばいとなったが、自動車、たばこの駆け込み需要などから民間消費が前期比1.1％の高い伸びとなり、成長率を大きく押し上げた。
　10-12月期は輸出の低迷が続く中、駆け込み需要の反動により民間消費が大きく落ち込むため、5四半期ぶりのマイナス成長となる可能性が高く、鉱工業生産も2四半期連続の減産が確実な状況となっている。足もとの景気は足踏み状態にあると判断される。


　景気は足踏みでとどまるか、このまま後退に陥ってしまうのか微妙な局面にさしかかっているが、海外経済の回復や円高の是正に伴い輸出の伸びが高まること、反動減の影響一巡により個人消費が持ち直すことから、2011年1-3月期にはプラス成長に復帰し、景気後退局面入りは回避されるだろう。実質ＧＤＰ成長率は2010年度が2.7％、2011年度が1.6％、2012年度が1.9％と予想する。
　コアCPIは2010年度の前年比▲0.9％の後、2011年度が同0.1％、2012年度が同0.5％と予想するが、2011年8月に予定されている基準改定により上昇率が大きく下振れする可能性もある。






　景気は、このところ足踏み状態となっている。また、失業率が高水準にあるなど厳しい状況にある。
　●輸出は、このところ弱含んでいる。生産は、このところ減少している。

　●企業収益は、改善している。設備投資は、持ち直している。

　●企業の業況判断は、改善している。ただし、先行きについては慎重な見方が広がっている。

　●雇用情勢は、依然として厳しいものの、持ち直しの動きがみられる。

　●個人消費は、持ち直しているものの、一部に弱い動きもみられる。

　●物価の動向を総合してみると、緩やかなデフレ状況にある。
　先行きについては、当面は弱めの動きがみられるものの、海外経済の改善や各種の政策効果などを背景に、景気が持ち直していくことが期待される。一方、海外景気の下振れ懸念や為替レート・株価の変動などにより、景気がさらに下押しされるリスクが存在する。また、デフレの影響や、雇用情勢の悪化懸念が依然残っていることにも注意が必要である。

　政府は、「新成長戦略」に基づき、日本経済を本格的な回復軌道に乗せるとともにデフレを終結させるよう政策運営を行う。

　現下の厳しい経済情勢や先行き悪化懸念を踏まえ、「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」を実施するため、平成22年度補正予算を国会に提出した。

　政府は、デフレからの脱却を喫緊の課題と位置づけ、日本銀行と一体となって、強力かつ総合的な政策努力を行う。日本銀行に対しては、引き続き、政府と緊密な情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金融政策の運営によって経済を下支えするよう期待する。


個人消費は、持ち直しているものの、一部に弱い動きもみられる。
　個人消費は、持ち直しているものの、一部に弱い動きもみられる。消費者マインドは、弱含みで推移している。実質雇用者所得は持ち直している。需要側統計（「家計調査」等）と供給側統計（鉱工業出荷指数等）を合成した消費総合指数は、９月は前月に比べ減少した。

　個別の指標について、９月の動きをみると、「家計調査」では、実質消費支出は前月から減少した。販売側の統計をみると、小売業販売額は前月から減少した。新車販売台数は、９月に減少した後、10月も減少した。旅行は、国内、海外ともに前年を下回った。外食は、前年を上回った。

　先行きについては、当面は環境対応車購入補助終了の影響がみられるものの、雇用・所得環境が安定的に推移するなかで、各種の政策効果もあって底堅く推移することが期待される。
設備投資は、持ち直している。
　設備投資は、持ち直している。これを需要側統計である「法人企業統計季報」でみると、2010年１－３月期は減少し、2010年４－６月期は増加している。機械設備投資の供給側統計である資本財出荷は、おおむね横ばいとなっている。ソフトウェア投資は、緩やかに減少している。

　「日銀短観」によれば、2010年度設備投資計画は大企業製造業、大企業非製造業でともに３年ぶりの増加が見込まれている。また、設備投資の動きに先行性がみられる設備過剰感は、依然残るものの弱まってきている。先行指標をみると、機械受注は、持ち直している。建築工事費予定額は、持ち直しの動きがみられる。
　先行きについては、設備過剰感が依然残るものの、企業収益が改善するなかで、持ち直し傾向が続くことが期待される。

住宅建設は、持ち直している。
　住宅建設は、持ち直している。持家、分譲住宅の着工は持ち直している。貸家の着工はおおむね横ばいとなっている。総戸数は、９月は前月比1.0％増の年率83.7万戸となった。総床面積も、おおむね総戸数と同様の動きをしている。

　先行きについては、雇用・所得環境が安定的に推移するなかで、各種の政策効果もあって底堅く推移することが期待される。
公共投資は、総じて低調に推移している。

　公共投資は、総じて低調に推移している。

　公共投資の関連予算をみると、国の平成22 年度一般会計予算では、公共事業関係費について、前年度比18.3％減としている。

　また、平成22 年度地方財政計画では、投資的経費のうち地方単独事業費について、前年度比15.0％減としている。2010年10月の公共工事請負金額及び９月の公共工事受注額は前年を下回った。

　先行きについては、国、地方の予算状況などを踏まえると、総じて低調に推移していくものと見込まれる。

　なお、国の平成22年度補正予算案において、公共投資の関連予算では約0.7兆円の社会資本整備等の予算措置を講じることとしている。
輸出は、このところ弱含んでいる。輸入は、このところ増勢が鈍化している。

貿易・サービス収支の黒字は、横ばいとなっている。
　輸出は、このところ弱含んでいる。地域別にみると、アジア向けの輸出は、弱含んでいる。アメリカ、ＥＵ向けの輸出は、ともに持ち直している。先行きについては、当面はアジアにおける生産の減速などから弱めの動きが見込まれるものの、世界景気の緩やかな回復を背景に、再び持ち直していくことが期待される。

輸入は、このところ増勢が鈍化している。地域別にみると、アジアからの輸入は、このところ増勢が鈍化している。アメリカからの輸入は、横ばいとなっている。ＥＵからの輸入は、このとこ

ろ増勢が鈍化している。

国際収支をみると、輸出金額、輸入金額がともに横ばいとなっており、貿易収支の黒字幅は横ばいとなっている。また、サービス収支の赤字幅は横ばいとなっている。そのため、貿易・サービ

ス収支の黒字は横ばいとなっている。

生産は、このところ減少している。
　鉱工業生産は、輸送機械工業などを中心に、このところ減少している。

先行きについては、輸出が弱含んでいることや、環境対応車購入補助終了の影響により、当面は弱めの動きがみられるものの、世界景気の緩やかな回復などを背景に、再び持ち直していくこと

が期待される。

　なお、製造工業予測調査においては、10月は減少、11月は増加が見込まれている。

　また、第３次産業活動は、横ばいとなっている。

企業経営情報レポート

法改正のポイント解説と企業の取組み事例
障がい者雇用への取組み方


　　　　　　　障害者雇用促進法の概要と改正点
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　障がい者雇用に伴う各種援助制度
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　　　　　　　障がい者雇用への取組み事例紹介
　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・




　近年、障がい者※の就業意欲が高まるとともに、企業においてもＣＳＲ（企業の社会的責任）への関心の高まりを背景に、積極的に障がい者雇用に取り組む企業が増加するなど、障がい者雇用は着実に増加しています。

　また、平成18年に全面施行された「障害者自立支援法」により、福祉から一般雇用への移行が推進されてきました。障がい者がその能力を発揮し、健常者とともに社会経済活動に参加し、働く喜びや生きがいを見出すことが出来る社会を実現するため、障がい者の就業支援を担う方々に向けられる期待も一層大きくなっているといえます。

　本レポートでは、障害者雇用促進法の概要と、企業への各種援助制度を解説するとともに、実際に障がい者雇用に取り組んでいる中小企業の事例を紹介します。障がい者雇用が義務付けられていない企業の事業主の方にも、法改正の主旨や助成金の活用方法等を知って頂き、障がい者雇用について前向きに検討して頂ける事を期待しています。
	※以降、本レポートでは、法律の名称（「障害者雇用促進法など）以外はすべて「障がい」と表記しました。制度の名称等が厚生労働省発表の表記とは異なりますがご了承下さい。



　企業等での障がい者の雇用を促進し、また、雇用されている障がい者の職業の安定を図るため、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下「障害者雇用促進法」）が制定されています。障害者雇用促進法に定められている制度等のうち、ここでは「障がい者雇用率制度」と「障がい者雇用納付金制度」について、その概要とこの度（平成22年７月）の改正点を解説していきます。


　企業等での障がい者の雇用を促進し、また、雇用されている障がい者の職業の安定を図るため、「障害者の雇用の促進等に関する法律」（以下「障害者雇用促進法」）が制定されています。障害者雇用促進法に定められている制度等のうち、ここでは「障がい者雇用率制度」と「障がい者雇用納付金制度」について、その概要とこの度（平成22年７月）の改正点を解説していきます。

（１）民間企業等
　　　①一般の民間企業（常用労働者数56名以上規模）
1.8％
　　　②独立行政法人、国公立大学法人等の特殊法人（同48名以上規模）
2.1％
（２）公的機関
　　　①国、地方公共団体（同48名以上規模）
2.0％
　　　②教育委員会（同50名以上規模）
2.0％

　障がい者を新たに雇い入れたり、障がい者の安定した雇用を維持するために作業施設や設備の改善をしたり、職場環境への適応や仕事の習熟のためのきめ細かい指導を行ったりする場合には、少なからぬ経済的負担がかかることがあります。

　そこで、障がい者雇用納付金制度に基づき、その負担の軽減を図ることで障がい者の雇い入れや継続雇用を容易にしようとするための助成金制度があります。


（１）助成金の種類

　この助成金は作業施設等の設置または整備の方法により次の２種類に分類されます。

	第1種作業施設設置等助成金 
	作業施設等の設置・整備を建築等や購入により行う場合の助成金

	第2種作業施設設置等助成金 
	作業施設等の設置・整備を賃借により行う場合の助成金


（２）支給対象事業主

　障がい者を常用労働者として雇い入れるか継続して雇用する事業所の事業主であって、その障がい者が障がいを克服し作業を容易に行うことができるよう配慮された施設、または改造等がなされた設備の設置・整備を行う事業所の事業主です。

　ただし、作業施設等の設置・整備を行わなければ、支給対象障がい者の雇い入れ、または雇用の継続が困難と認められる事業所の事業主に限ります。

（３）支給対象となる作業施設等

　支給対象となる作業施設等は「作業施設」、「附帯施設」及び「作業設備」の３種類に区分され、第１種作業施設設置等助成金においては支給対象事業主自らが所有するものをいいます。

①作業施設
　支給対象障がい者の障がいを克服し作業を容易にするために配慮された施設（障がい者が作業を行う場所）です。

②附帯施設
　作業施設に附帯する施設で、支給対象障がい者の障がいを克服し就労することを容易にするために配慮された施設（例えば、玄関、廊下、階段、トイレ等）です。

③作業設備
　支給対象障がい者の障がいを克服し作業を容易にするために配慮された設備・機器（例えば、拡大読書器、作業用車いす、改造自動車等）です。
（４）助成金の支給額

　助成金の支給額は設置または整備に係る費用に「助成率」を乗じて得た額となります。ただし、算定式により算定された支給額が支給限度額を超える場合は支給限度額が支給額となります。支給率、支給限度額は次の通りです。

	種別
	助成率
	支給限度額

	第一種
	３分の２
	●支給対象障がい者１人につき450万円

（作業設備については支給対象障がい者１人につき150万円）
※ただし、同一事業所につき同一年度当たり4,500万円

	第二種
	３分の２
	●支給対象障がい者１人につき月13万円

（作業設備については支給対象障がい者１人につき月５万円）
※ただし支給期間は３年間。



（１）支給対象事業主

　障がい者を常用労働者として雇い入れるか継続して雇用する事業主等で、次のいずれにも該当する事業主等です。

	要件①
	福祉施設等の設置（賃借による設置を除きます。）・整備を行う事業主等

	要件②
	認定申請日以前１年間に、障がい者を事業主等の都合により解雇しておらず、障がい者の雇用の安定について努力していると認められる事業主等

	要件③
	支給対象福祉施設等の設置・整備を行うことにより、支給対象障がい者の福祉の増進を図ることが適当であると認められる事業主等


（２）支給対象となる福祉施設等

　支給対象福祉施設等は以下に挙げられるもので、支給対象事業主等自らが所有するものをいいます。

	①保健施設
　衛生室、体育館、浴場、洗面場、理容室、休憩室

②給食施設
　食堂、炊事場

③託児施設
　託児室

④教養文化施設
　図書室、集会室

⑤購買施設
　売店

⑥その他、これらに類するものの用に供する建物

⑦①～⑥に該当する施設に附帯し、当該施設の利用を容易にするために配慮された玄関、廊下、階段、トイレ等の施設

⑧支給対象障がい者の福祉の増進を図るために必要となる①～⑦に該当する施設の付属設備


（３）助成金の支給額

　助成金の支給額は、設置または整備に係る費用に「助成率」を乗じて得た額となります。ただし、算定式により算定された支給額が支給限度額を超える場合は支給限度額が支給額となります。支給率、支給限度額は次の通りです。

	助成率
	支給限度額

	３分の１
	●対象障がい者1人につき225万円

※同一事業所または同一事業主の団体につき同一年度当たり2,250万円



（１）助成金の種類

　この助成金は、障がいの種類または程度に応じた適切な雇用管理のために必要な介助等の措置により次の８種類に区別されます。

	①重度中途障がい者等職場適応助成金

	②職場介助者の配置または委嘱助成金

	③職場介助者の配置または委嘱の継続措置に係る助成金

	④手話通訳担当者の委嘱助成金

	⑤健康相談医師の委嘱助成金

	⑥職業コンサルタントの配置または委嘱助成金

	⑦業務遂行援助者の配置助成金

	⑧在宅勤務コーディネーターの配置または委嘱助成金



経営データベース 

不正防止のための仕組み作り

発生する可能性のある不正行為を防ぐ仕組みを作らなければと思います。どのような仕組みを整えればよいでしょうか。

　不正防止のポイントとして、発生する可能性のある不正行為については、下記に挙げるような制度に基づいて、防止体制を整える必要があります。

	内部牽制制度
	●社内における処理を合理的に分担することにより、ミスや不正などを未然に防ぐための仕組み、特定の人または組織に業務が集中することを回避することを意味します

	会計管理制度

（会計統制）
	●正確な会計記録を適時に作成するための制度。帳簿組織を合理的に整備・運用することを中心とし、特に補助簿を利用した消し込み管理などが重要となります

	内部監査制度
	●内部監査を専門とする他の部門から独立したスタッフ組織により行われ、経営目的からみた重点事項を集中的にチェックし発見するためのものです


　また、不正防止のための仕組み作りとして、一定の事務または業務を１人の従業員の支配下におかない様な会社経理の仕組みを作ることが重要です。

■会社経理の仕組み作り
	①取引の処理は必ず２人以上の手を経て完結するようにする。例えば、注文する人と検収する人は同一人であってはならない 

②同一事項の取引記録を２箇所以上で行う。例えば、売掛金の入金というひとつの取引について、金銭出納帳と売掛金台帳（コンピューター入金入力）の記録等、別々の担当者に行わせる。従業員の少ない企業では、チェック機能を発揮できるように経営者自身が業務を分担する 

③回数券、切手、印紙、プリペイドカード等、換金性のある商品は、購入者と管理者を別々の人とする。管理者には受払簿を作成させる 

④売掛金の回収は、銀行振込みで行うことを徹底させる。領収書は市販のものは使用しない。自社専用の領収書を作成し、連番を打つ。書き損じは領収書控えとともに斜線を引き残す。領収書控えと現金を経理担当者は受け取り確認印を押す。使用済領収書は経理担当者が回収する。売掛金領収書は毎月必ず郵送する 

⑤倉庫内の「商品の横流し」については、実地棚卸を行えば、数量不足となる。徹底した原因追求が必要。（帳簿棚卸、実地棚卸を定期的に行う必要性）


不正の手口は数多くあり、その不正行為も複雑化しています。内部牽制制度を確立することが必要です。

経営データベース 

内部牽制制度確立のポイント

小さな会社なので、特定の人に業務が集中しがちになり、内部牽制制度をどう整えていくべきか迷います。制度確立のポイントを教えてください。
（１）職務分掌を徹底すること
　小さな会社であれば、銀行印は社長やその家族が保管していることと思いますが、規模が大きくなるにしたがって、社長が銀行印を保管し押印することは時間的に不可能になっていきます。経理担当者が１人しかいない時には、経理担当者に銀行印を預けるのではなく、社長の片腕たる取締役などに押印させるなどの工夫をすることにより、小切手・手形・振込依頼書の作成と銀行印の押印を同一の従業員に行わせない仕組みを作ります。

　このように１つの事項に対して、２人以上の従業員を関わらせることを「職務分掌」といいます。この職務分掌は不正を防止する手段として有効です。

（２）売掛金管理を徹底すること
　売上代金を着服するという不正は、経理担当者だけでなく営業担当者にも行われる可能性のある不正です。こうした不正行為を防止するためには、領収書管理と滞留債権管理を徹底することが有効です。領収書を連番管理し、全ての入金金額と使用した領収書を紐付きで管理できるようにします。
　また、回収期限になっても入金されてこない売掛金を適時に把握し、顧客に督促を行うような管理体制を構築しておけば、売上代金の着服が発見される確率が高くなるため、不正の発生率は低下しますし、発生しても瞬時に見つけることが可能となります。なお、定期的に顧客に対して、売掛債権の確認作業を行うことなども不正防止に有効な手段です。
（３）支払稟議体制を確立すること
　支払稟議体制が確立していない場合には、個人的な支出を経費として従業員が請求したり、架空の請求書を作成して会社に請求したりということがあります。
　このような不正を防止するためには、経費の事前申請制度や支払報告書による承認制度を確立して、上司による承認を徹底させ、業務に必要な経費かどうかを組織的に判断するような体制を確立し、運用することが有効な手段です。
（４）一定額以上の現金は会社に保管しないようにすること
　多店舗展開している小売店など、現金を扱うことが多い会社において、特に現金については定期的に銀行へ預け入れることを徹底する必要があります。
　レジシートと現金との照合作業を各店舗に行わせ、レジシートを本社に送付させる。翌日には前日の売上を現金入金させる。本社では、レジシートと預金入金額との照合作業を行う。このような業務体制を構築し、徹底させる必要があります。
　本社においても、従業員が申請する経費精算などで銀行振込を利用するといった方法を採用することにより、手持現金残高を可能な限り小額に抑え、盗難や不正などのリスクを極小化することが必要です。
　キャッシュレスにすることで不正を防止をすることが可能となります。
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(図表１) 緩やかな上昇を見せる個人消費の伸び率（前期比年率、％）
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